
緊急
（H24年度）

短期
（～H27年度）

中期
（H28年度～）

長期
（H33年度～）

【重要対策７】
迅速な医療救護を実施する

地域振興部
福祉部
保健所

（連続立体事業本部）

【重要対策８】
緊急車両の通行を可能にする

まちづくり推進部
都市基盤整備部
連続立体事業本部

【重要対策９】
円滑な災害時輸送を可能にする

事業検討 事業推進

地域振興部
まちづくり推進部
都市基盤整備部
連続立体事業本部

【重要対策１０】
津波による死傷者をなくす

地域振興部
まちづくり推進部
都市基盤整備部
（経営管理部）

【主要対策２】
線と面による防災まちづくりの促進

事業推進
地域振興部

まちづくり推進部
都市基盤整備部

【重要対策１４】
ライフラインの機能を維持・回復する

事業検討

地域振興部
まちづくり推進部
都市基盤整備部
教育総務部

【主要対策３】
臨海部企業と連携した防災対策の促進

事業検討 事業推進
地域振興部
産業経済部

都市基盤整備部

【重要対策１５】
学校避難所を円滑に管理運営する

地域振興部
こども家庭部
教育総務部

【主要対策４】
医療救護体制の見直し

保健所
【重要対策１６】
地域コミュニティに配慮した応急住宅を確保する

事業検討
地域振興部

まちづくり推進部

【主要対策５】
学校防災拠点の設置及び情報収集伝達戦略の構築

地域振興部
教育総務部

【重要対策１７】
広報・広聴を充実する

事業検討 事業実施
経営管理部
地域振興部
福祉部

【重要対策１】
建築物倒壊による死傷者を減らす

事業推進

地域振興部
まちづくり推進部
都市基盤整備部
（産経部、福祉部）

【重要対策１８】
物資備蓄の推進と供給体制を構築する

事業検討 事業実施
経営管理部
地域振興部
産業経済部

【重要対策２】
延焼火災による死傷者を減らす

事業推進

地域振興部
まちづくり推進部
都市基盤整備部

（連続立体事業本部）

【重要対策１９】
防災コミュニティづくりで地域のつながりを強化する

事業検討 事業実施

経営管理部
地域振興部
教育総務部
（福祉部）

【重要対策３】
災害時要援護者の安全を確保する

事業推進

地域振興部
福祉部

こども家庭部
教育総務部

【重要対策２０】
区民の防災教育を強化する

事業検討

地域振興部
産業経済部
こども家庭部
教育総務部

【重要対策４】
円滑な情報収集・発信を実現する

経営管理部
地域振興部
福祉部

（産経、都市基盤）

【重要対策２１】
地域の企業との関係を構築する

事業検討 事業実施 各部

【重要対策５】
安全な避難空間を確保する

事業推進

地域振興部
産業経済部

まちづくり推進部
都市基盤、教育総務

【重要対策２２】
大量の災害廃棄物を円滑に処理する

環境清掃部

【重要対策６】
安全な場所へ誘導・搬送する

事業推進
地域振興部
（保健所）

（連続立体事業本部）

【重要対策２３】
人権に配慮した防災対策を推進する

経営管理部
地域振興部

実施時期

対　策 長期
（H33年度～）

関係部局中期
（H28年度～）

２　事業の具体的な実施時期 【重要対策１１】
放射能からの被害を軽減する

事業検討 事業実施

関係部局

【重要対策１２】
災害対応に必要なエネルギーを確保する

事業検討 事業実施

事業推進

事業推進

事業推進

事業推進

対　策

重
要
対
策
　

（
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区
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命
を
守
る

）

重
要
対
策
　

（
Ⅱ

、
最
低
限
の
生
活
を
守
る

）

事業推進

事業推進

事業推進

事業推進

事業推進

事業検討

継続的実施

【重要対策１３】
道路ネットワークを確保する

事業推進

１　基本的な考え方

事業推進

実施時期

緊急
（H24年度）

短期
（～H27年度）

まちづくり推進部
都市基盤整備部

地域振興部
環境清掃部
教育総務部

事業推進

重
要
対
策
　

（
Ⅰ

、
区
民
の
命
を
守
る

）

経営管理部
地域振興部
環境清掃部

地域振興部
福祉部

主
要
対
策

【主要対策１】
ボランティア調整センターを中心とした災害ボランティアセンター運営
への転換

事業推進

凡例：      重点的に取り組む時期 

○平成24年1月に大田区総合防災力強化検討委員会から、今後の防災対策を進めていくうえで、大事にすべき「５本の柱（基本 

  方針）」や対策等の提言があった。 

○提言の中では、対策の内容により強弱をつけた事業展開を行う必要性が唱えられている。まずは「区民の命を守る」ための対 

  策を重点的に実施し、徐々に「最低限の生活を守る」ための対策へ移行していく必要があるとされている。（下図参照） 

○区では、この提言の主旨を十分踏まえるとともに、平成24年4月に公表された東京都の被害想定を勘案し、防災対策の展開を 

  図っていく。 

２ 大田区総合防災力強化に向けた事業展開について 


